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地域適応計画策定/変更の流れ
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地域気候変動適応計画策定マニュアルでは、計画策定（変更）の流れを８つの
STEPに分けて説明しています。
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各STEPの実施内容 実施時期

○ 気候変動への適応の方針や目標の検討/見直し
○ 地域適応計画の形式の検討/見直し
○ 計画期間の設定/見直し
○ 基礎情報（地理的条件、社会経済状況等）の整理/更新
○ 区域の気候・気象（気温や降水量など）の特徴の整理/更新

【 STEP1 】
地域気候変動適応計画
策定/変更に向けた準備

これまでに、気候変動や気象現象（高温、大雨等）によって生じたと考えられる影
響の事例、および影響の原因となった気象現象を整理

【 STEP２ 】
これまでの気候変動影響の整理

：主幹部局が中心となって実施 ：主幹部局と関連部局が実施

将来想定される気候変動影響の情報を収集・整理
【 STEP3 】

将来の気候変動影響の整理

各分野の気候変動影響について評価を実施し、地方公共団体において優先度の
高い分野や項目を特定

【 STEP4 】
影響評価の実施

地方公共団体における優先度の高い気候変動影響を対象に、それぞれに関連する
既存施策の情報を収集し、将来の影響に対する施策の対応力を整理

【 STEP5 】
既存施策の気候変動影響への対応力の整理

STEP５で「新規または追加的な施策が必要」とされた気候変動影響に対し、具体
的な適応策の情報を収集し、今後の対応を検討

【 STEP６ 】
適応策の検討

STEP１～STEP６で整理した情報を取りまとめ、地域適応計画を策定
【 STEP７ 】

適応策の取りまとめと
地域気候変動適応計画の策定

地域適応計画に取りまとめた適応策の実施状況を確認
【 STEP８ 】

地域気候変動適応計画の進捗状況の確認
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出所：環境省（2018）「地域気候変動適応計画策定マニュアル−手順編− 」より作成



ステージの考え方
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入手できる情報に応じて、いくつかのSTEPにおいては３つ程度のステージに分けて、
情報の具体的な収集方法を説明しています。

2

気候変動影響に関連する情報が一定程度まとまった形式で全国的に公開されていることから、比較的
容易に情報を入手できる国の資料等を活用して計画を策定します。全国的に懸念されている
気候変動影響の中から、特に区域内で影響が大きいと思われるものを中心に記述していきます。

庁内の行政資料や計画など、区域内の気候変動影響について、より詳細な既存情報の活用や
庁内の関係部局に情報を問い合わせることで計画を策定します。区域内の特有の影響なども
整理し記述します。

区域内で特に懸念されている気候変動影響について、区域内を対象とした研究論文等の収集や、
地域の大学等に情報を問い合わせることで、区域内の産業や風土に即した計画を策定します。

ステージ
1

ステージ
２

ステージ
３

まずは比較的容易に入手可能な情報を活用して地域適応計画を策定し、計画の変更
時により詳細な情報を収集して内容の充実を図るなど、策定/変更時の状況に応じて参
考して下さい。

出所：環境省（2018）「地域気候変動適応計画策定マニュアル−手順編− 」より作成



STEP１ 気候変動適応計画策定/変更に向けた準備

区域の特徴や気候変動に関する状況を把握し、地域適応計画策定の目標や形式、
計画期間などを設定します。

気候変動への適応の方針や目標の検討/見直し

地方公共団体の適応の方針や目標、目指すべき社会について検
討します。

地域適応計画の形式の検討/見直し

地域適応計画の形式を検討し、決定します。

計画期間の検討

地域適応計画の期間を検討し、決定します。

基礎情報の整理/見直し

区域の特徴を把握するため、地形や主要産業、社会経済状況
（産業構造、人口構造・人口分布等）の情報を整理します。

区域の気候・気象（気温、降水等）の特徴の整理

区域の気候・気象（気温、降水等）の特徴や、これまでの気候
変動及び、将来の気候変動についての情報を整理します。

＜参考情報＞

気候・気象に関する情報を収集する際
は、以下の資料が参考になります。

気象庁HP：日本の各地域
における気候の変化

https://www.data.jma.go.jp
/cpdinfo/gw_portal/region_
climate_change.html

各都道府県の過去から現在及び将
来の気候・気象情報が整理されてい
ます。

●記載項目
・平均気温 ・降水量 ・真夏日
・真冬日 ・最深積雪 ・大雨（発生回数）
・短時間強雨（発生回数） など

出所：環境省（2018）「地域気候変動適応計画策定マニュアル−手順編− 」より作成 3

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/gw_portal/region_climate_change.html


STEP２ これまでの気候変動影響の整理

44

これまでに、気候変動や気象現象（高温、大雨等）によって生じたと考えられる影
響の事例、及び影響の原因となった気象現象を整理します。

国の報告書や資料を参考に、区域内で生じている影響を整理する。

庁内の行政資料や計画から区域内で生じている影響を整理する。または、庁内の関係
部局及びその管轄下にある試験研究機関に問い合わせる。

大学や研究機関による気候変動影響に関する研究論文等を収集する。

ステージ
1

ステージ
２

ステージ
３

国が平成27年にまとめた「気候変動影響評価報告書」で
は、現在と将来の気候変動影響（7分野）について詳細
に記述しています。本報告書の現在の影響から、区域に
関係する影響を抜き出すことで、影響を受けやすい分野
を把握することができます。

分野 大項目

農業・林業・水産業 農業/林業/水産業

水環境・水資源 水環境/水資源

自然生態系
陸域生態系/淡水生態系/沿岸生態系/海洋生態系/生
物季節/分布・個体群の変動

自然災害・沿岸域 河川/沿岸/山地/その他

健康 冬季の温暖化/暑熱/感染症/その他

産業・経済活動
製造業/エネルギー/商業/金融・保険/観光業/建設
業/医療/その他

国民生活・都市生活
都市インフラ、ライフライン等
/文化・歴史などを感じる暮らし/その他

滋賀県は県内で生じている気候変動によると考えられる
影響を、庁内アンケートを通して整理しています。

（出所）滋賀県における気候変動影響評価等とりまとめ（平成28年、滋賀県）

＜事例：ステージ2＞＜参考情報＞

気候変動影響評価報告書における分野等

出所：環境省（2018）「地域気候変動適応計画策定マニュアル−手順編− 」より作成



STEP３ 将来の気候変動影響の整理
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将来想定される気候変動影響の情報を収集し、整理します。

国の気候変動影響評価報告書や関連する報告書、A-PLATの予測情報等を参考に、
区域内の将来の影響を整理する。

庁内の行政資料や計画を参照する。または、庁内の関係部局及びその管轄下にある試験
研究機関に問い合わせて情報収集を行う。

大学や研究機関による将来の気候変動影響に関する研究論文等を収集する。

ステージ
1

ステージ
２

ステージ
３

秋田県はA-PLATの予測情報を用いて熱中症搬送
者数やヒトスジシマカの生息域を整理しています。

滋賀県は行政資料の参照や庁内照会を実施し、将
来の気候変動影響を整理している。

（出所）第2次秋田県地球温暖化対策推進計画～ストップ・ザ・温暖化あきた～
（平成29年、秋田県）

（出所）滋賀県における気候変動影響評価等とりまとめ（平成28年、滋賀県）

＜事例①：ステージ1＞ ＜事例②：ステージ2＞

出所：環境省（2018）「地域気候変動適応計画策定マニュアル−手順編− 」より作成



STEP４ 影響評価の実施
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各分野の気候変動影響の評価を実施し、地方公共団体において優先度の高い分
野や項目を特定します。

国の気候変動影響評価報告書を活用する。

区域の特徴や重要と考えられる気候変動影響について、庁内の関連部局と検討を
行い評価する。

外部有識者で構成される審議会等において、専門家判断（エキスパート・ジャッジ）
による評価を行う。

ステージ
1

ステージ
２

ステージ
３

仙台市は以下の基準を用いて、影響評価を実施しています。

• 国による気候変動影響評価報告書で「重大性」、「緊急性」、
「確信度」が「特に大きい」・「高い」であり、かつ仙台市に存在す
るもの

• 「確信度」が「中程度」だが、既に仙台市で影響が確認されてい
て、「重大性」「緊急性」が「特に大きい」・「高い」項目を抽出。

＜事例：ステージ1＞

（出所）仙台市地球温暖化対策推進計画（平成28年、仙台市）

出所：環境省（2018）「地域気候変動適応計画策定マニュアル−手順編− 」より作成



STEP５ 既存施策の気候変動影響への対応力の整理
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地方公共団体において優先度の高い気候変動影響を対象に、それぞれに関連する
既存施策の情報を収集し、将来影響への施策の対応力を整理します。

STEP5の実施フロー 既存施策の将来影響への対応力の方向性の例

 既存施策が将来の気候変動影響に対して十分な対応力を持っているか、あるいは持ってい
ないため追加的な適応策を検討する必要があるかなど、適応策を検討するための方向性を
整理することが重要です。

 一つの気候変動影響に対する既存施策が複数ある場合は、複数の施策を合わせて、影
響の将来の変化に対応できるかを総合的に判断します。

既存の施策で十分対応可能

•将来の影響に対して、既存施策
が十分に対応可能と考えられる
が、必要に応じて施策の見直し
等を行う場合など

新規又は追加的な施策を今後検討

•短期（～5年）の気候変化では、
既存の施策で概ね対応可能と考え
られるが、中長期（5年～）では、
見直し等が必要と考えられる場合
など

新規または追加的な施策が必要

•既存影響への対応としても効果
が薄くなってきており、早急な
既存の施策の見直し等が必要と
考えられる場合など

既存施策の有無

「既存の施策で十分対応可能」
あり

なし

「新規または追加的な施策が必要」

「新規または追加的な施策を今後検討」

出所：環境省（2018）「地域気候変動適応計画策定マニュアル−手順編− 」より作成



STEP６ 適応策の検討
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STEP５で「新規または追加的な施策が必要」とされた気候変動影響に対し、具体
的な適応策の情報を収集し、今後の対応を検討します。

STEP6の実施フロー

 自身の区域の将来気候と現時
点で近い気候の区域（例えば、
より南方の地域）において現
在実施されている施策が参考
になることも考えられます。

 気候変動影響の把握を目的と
した「モニタリング」を適応策とし
て計画的に実施することも考え
られます。

埼玉県は、既存施策
等の現状の点検結果
にもとづき、今後の取り
組みの方向性を短
期・中長期に分けて記
載している。

（出所）地球温暖化への適応に向けて～
取組の方向性～（平成28年、埼玉県）

＜事例＞

① 適応策に関する情報の収集
② 適応策の効果や実施可能性の検討
③ 適応策の決定

STEP5での検討結果

「既存の施策で十分対応可能」 既存の対策・施策を継続

「新規または追加的な施策を今後検討」

「新規または追加的な施策が必要」

気候変動影響を見つつ、
対応を今後検討

出所：環境省（2018）「地域気候変動適応計画策定マニュアル−手順編− 」より作成



STEP７ 適応策の取りまとめと地域気候変動適応計画の策定

9

STEP１～STEP６で整理した情報を取りまとめ、地域適応計画を策定します。

STEP１～６に
沿って必要な情
報を収集・整理

収集した情報を「情報
整理シート（Excel）」

に整理

地域適応計画の
素案作成

 

【STEP2】 

これまで気候変動影響の整理 

【STEP3】 

将来の気候変動

影響の整理 

【STEP4】 

影響評価の実施 

【STEP５】 

既存施策の気候変動影響への対応力の整理 

【STEP６】 

適応策の検討 

分野 項目 

2－1 2－2 

2－1 が将来ど

のような状況に

なるのか整理 

４－１ ４－２ ５－１ ５－２ 

既存施策の対

応力の確認に

おける情報か

ら、適応策の方

向性を整理 

これまで

に生じて

いる気候

変動影響

を整理 

2－1 の

原因とな

る気象現

象を整理 

STEP3 につ

いて、重要性・

緊急性・確信度

を整理 

優先的に取り

組むとされた

気候変動影響 

○：優先的に取

り組む 

－：見送り 

・2－1 への既存施

策や過去の対処方

法を整理 

・施策の立案の基

準となった数値が

あれば整理 

既存施策が STEP3

へ十分に対応力を有

するのか整理 

          

          

          

          

          

          

          

          

整理した情報を
ひな形に記載

情報整理シート

出所：環境省（2018）「地域気候変動適応計画策定マニュアル−手順編− 」より作成
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STEP８ 地域気候変動適応計画の進捗状況の確認

1010

地域適応計画に記載した適応策について、進捗状況の確認を行います。

徳島県は、「徳島県気候変動適応戦略」の
中で、外部の有識者で構成する環境審議
会「気候変動部会」を設置し、適応策の進
捗状況を点検・評価し、PDCAサイクルに沿っ
た進行管理を行うとしています。

徳島県における適応戦略の取組イメージ

＜事例＞ ＜参考情報＞

国は、「気候変動の影響への適応計画」
（平成27年11月27日閣議決定）に掲げら

れた各施策を担当する各府省庁が、対象の
施策の実績を個票で整理し、施策のフォロー
アップに取り組んでいます。

（出所）気候変動の影響への適応計画の平成２９年度施策フォローアップ報告書
（平成３０年、気候変動の影響への適応に関する関係府省庁連絡会議）

農業分野における個票の例

（出典）徳島県気候変動適応戦略（平成２８年、徳島県）

出所：環境省（2018）「地域気候変動適応計画策定マニュアル−手順編−」より作成


